【経済産業省】
容器包装リサイクル法の評価検討に関する報告書（案）に対する意見

1.氏名：須田春海
2.連絡先：〒102-0083千代田区麹町2-7-3半蔵門ウッドフィールド2F市民立法機構気付
Tel：03-3234-3844　 Fax：03-3263-9463
3.職業/所属団体：容器包装リサイクル法の改正を求める全国ネットワーク
4.回答者属性：４．消費者団体・ＮＰＯ等

5.意見の該当箇所12ページ、第2章1.事業者による製品の製造・利用段階における3Ｒの取り組みの推進（下から6行目）

意見の概要：事業者が、3Ｒを推進するための自主的取組をすることには賛成ですが、自主的行動のみで、分別収集・選別保管の費用負担の責任が免れるものではありません。（72字）
意見及び理由
1. 事業者による発生抑制等にかかる自主的な取組は望ましいことであり、賛成します。

2. しかしながら、「拡大生産者責任の徹底より事業者の自主行動の方が3R推進に有効である」とする事業者団体の主張は、“負担を逃れたい”だけの議論に聞こえます。レジ袋有料化が事業者の自主的取組では徹底できないのと同じ様に、自主行動だけで3R推進は困難と考えます。

5.意見の該当箇所13ページ、第2章1.事業者による製品の製造・利用段階における3Ｒの取組の推進（上から5行目）

意見の概要：リターナブル容器普及のためには、単にビジネスモデルの導入を支援するだけでなく、リサイクル容器に比べ費用負担が重い事業者に対して、経済的な支援を導入すべきです。（78字）
意見及び理由：
1. リターナブル容器を普及するためには、リサイクルする容器に比べて、収集費用の自己負担という不利益を強いられている事業者を支援するための財政上や税制上の優遇措置を導入すべきです。

2. もちろん、自主回収の認定を段階的に行うことや、新しいビジネスモデルを支援することには賛成しますが、それのみでリターナブル容器を普及するのはまったく不十分です。

3. さらに、リターナブルびんの回収拠点を整備したり、市区町村の分別区分に加えたりするなど、制度としての普及策が不可欠であるといえます。

5.意見の該当箇所14ページ、第2章2.消費者による3Ｒの取組の推進（上から3行目）

意見の概要：レジ袋減量のための有料化に賛成しますが、有料レジ袋も容リ法の対象に位置付け、その販売金は3Ｒ推進のための公的資金とすべきです。（62字）
意見及び理由
1． 発生抑制のためにレジ袋の有料化を促すことは賛成しますが、容リ法の対象に位置付けるべきです。
2． また、公平性の観点から、利用する業態をスーパーだけでなく、コンビニや百貨店も対象とし、袋の種類として、同様の機能を有するプラスチック製または紙製の手提げ袋も対象にすべきです。

3． なお、その販売金は、個別事業者の収入にするのではなく、市町村の分別収集費用に補填するなど、3Ｒ推進のための公的資金とすべきです。

5.意見の該当箇所15ページ、第2章3.市町村・地域による3Ｒの取組の推進（上から1行目）

6.意見の概要：容器包装廃棄物のリサイクル収集を有料化することに反対します。（30字）

7.意見及び理由：
2. リサイクル費用は製品の価格に含めるべきであり、原則として、容器包装廃棄物の収集を有料化することには反対します。

3. 容器包装廃棄物の収集有料化では、発生抑制にはつながらず、コンビニやスーパーのごみ箱等への不法投棄を増やしかねません。

5.意見の該当箇所17ページ、第2章5.分別収集から再商品化に至るプロセスの高度化と主体間の連携強化（上から6行目）

意見の概要：分別基準を厳しくしても、事業者に分別収集・選別保管しやすい容器包装の開発を促すことはできないので、拡大生産者責任を徹底すべきと考えます。（67字）
意見及び理由
1. 川上の、容器包装の製造者や利用者に3Ｒのインセンティブが働かないまま、排出する段階のみ厳格にすることは本末転倒であり、単に川下の分別基準のみを厳しくすることに反対します。

2. しかも、容リ協会が、基準を満たさないものを一方的に引取りを拒否するということは主体間の連携を強化するのではなく、むしろ断絶を促進するものでしかありません。

3. 本来的に目指すべきは、事業者が分別収集・選別保管しやすい製品を作り、消費者が分別排出を徹底し、市町村が質の高い分別収集・選別保管を行うことを進めることと認識します。

5.意見の該当箇所17ページ、第2章6.再商品化手法の高度化（上から15行目）

意見の概要：マテリアルリサイクルに適した容器包装を、区分して分別収集することに賛成します。（41字）
意見及び理由
1． 環境負荷を減らし、リサイクルコストを低減してゆくためには、雑多なプラスチック製容器包装を一律に括るのではなく、材の適正や形状等を勘案し、区分して分別収集することに賛成します。

2． そのほうが分別排出する消費者にとっても、わかりやすい分別につながります。

5.意見の該当箇所17ページ、第2章5.分別収集から再商品化に至るプロセスの高度化と主体間の連携強化（下から10行目）

意見の概要：再商品化の合理化の程度ではなく、環境負荷やリサイクルコストを減らすために役割分担を見直し、分別収集・選別保管の費用を事業者が拠出する仕組みにすべきです。（75字）
意見及び理由
1. 議論の積み重ねとして考えれば、中間取りまとめにおいて広く国民に知らしめた「事業者が分別収集・選別保管費用の一部を負担する」との到達点から、更に拡大生産者責任を強める方向で最終取りまとめるべきです。

2. 最終とりまとめにあるような、「事業者や市町村の取組によって再商品化の合理化・効率化が図られた場合に、効率化による成果を双方に配分する」のでは、分別基準を厳しくすることで余った費用を自治体に振り向けるということであり、再商品化の合理化が完了した時点で拠出する資金は無くなってしまい、普遍性のある制度にはなりえません。

3. そもそも、基本法である循環型社会形成推進基本法からは拡大生産者責任を強化・徹底することが正論であり、今回の容リ法の見直しでも基本法との整合性が図られることが法的安定性からも不可欠です。

4. この度の見直しで、拡大生産者責任の強化・徹底がなされなかった場合には、自治体が収集したＰＥＴボトルなどが外国に輸出されることにつながり、国内の循環産業を崩壊させかねません。

5. 役割分担の見直しをしなかった場合には、今後、消費者はレジ袋有料化で750億円の負担、自治体は収集選別等の追加費用が180億円となる一方で、事業者は715億円の負担軽減となり（再商品化費用の増加とレジ袋の売上げとの相殺）、これでは、消費者、自治体、事業者の三者が公平で納得できる役割分担とはいいがたく、多くの消費者、国民から、「事業者の負担軽減だけを狙う社会的公正に反する非常識な判断」と批判を受けるのではないかと、強く危惧します。

意見の該当箇所19ページ、第2章7.ただ乗り事業者対策の強化（下から8行目）

意見の概要：ただ乗り事業者対策の強化には賛成しますが、さらに、新たなしくみを盛り込むべきです。（40字）
意見及び理由
1． 実態がよくわかる、分別収集している自治体に、国が協力を求められるようなしくみを盛り込むべきです。

2． さらに、ただ乗り事業者には、ただ乗り金額以上を請求できるようにすべきです。

以上







